
はじめに

　企業の研究開発活動は，いまや企業の利潤追

求にとって欠かすことのできない活動となって

いる。それは１９８０年代を通じて，とりわけ大企

業において活発化したが，中小企業においても

重要な位置を占めようになった。

　日本において中小企業の研究開発を強調する

議論には清成忠男の展開したベンチャー・ビジ

ネス論あるいは都市型産業論があるが，そこで

は研究開発型企業とは都市の経済的機能や都市

に集中する情報を積極的に活用する「都市型産

業」だとされている。こうして提起された新たな

中小企業像は，従来日本の中小企業の典型とさ

れてきた下請中小企業ではなく，研究開発を軸

に自立的に経営を展開する中小企業である１）。

　しかし，これまでの研究では研究開発型企業

の研究開発，生産方式，取引関係などの特質は

抽象的に語られる傾向が強かった。研究開発型

企業を評価するためにも，またその特質を解明

するためにも，研究開発型企業を具体的に研究

する必要があるだろう２）。研究開発型企業は業

種や産業では括れないといわれているが，本稿

ではその制限性を認識しつつも，研究開発に軸

を置く産業として計測機器産業を対象にする。

　計測機器産業は首都圏を中心に集中立地して

いる。その計測機器産業が生産する計測機器は，

企業の生産過程や研究開発活動において使用さ

れる技術であり，近代産業において重要な役割

を果たしてきた。そこで本稿では，近代産業に

おける計測技術の重要性を指摘した上で，生産

方式，取引関係，研究開発，創業過程からみた

計測機器メーカーの特質を明らかにしたい。そ

してそれら特質と立地地域との関連性を考察し

たい。

１　計測技術の重要性

　計測（measurement instrument）とは何であ

ろうか。計量法においては「計量」を「物象の状態

の量を計ること」と定義し，日本工業規格では

「計測」を「特定の目的を持って，事物を量的にと

らえるための手法・手段を考究し，実施し，そ

の結果を用い所期の目的を達成させること」と

定義している３）。ひとまず，こうした定義から

計測機器（計量計測機器・分析機器・試験機）を

物象の状態の量を量（測）り，所期の目的を達成

するための機器と捉えることができる４）。計測

する対象は多様に存在し，計測対象によって計

測原理が異なるため，極めて多様な種類の計測

機器があるが，ここでは近代産業の生産過程と

研究開発活動において重要な役割を担う計測機

器について取り上げ，その重要性を指摘したい。

（１）標準化と計装化

　計測機器は，企業の生産過程に使用される労

働手段の一種，すなわち技術である５）。技術の

発達を労働の機械化という視点から見れば，計

測技術は制御的労働のうち情報を獲得する労働

を機械化したものといえる６）。それゆえ，計測

技術の発達は生産過程において人間が労働手段
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や労働対象から獲得する情報の量，精度を高め

る７）。計測技術のこのような機能の発達は近代

産業に以下のような重要な影響を与えた。

　第１に，計測技術は加工組立型産業における

部品加工の標準化に欠かすことのできない技術

であり，それは２０世紀初頭のアメリカ自動車産

業において成立した大量生産方式の技術的基礎

である。大量生産以前の部品加工の精度は低く，

部品に互換性がなかったため，機械組立には熟

練工による合わせ作業が必要であった８）。大量

生産を可能にするためには，すべての部品に互

換性を持たせねばならず，すべての部品が定め

られた一定の誤差範囲内へ収まるように，精密

に作らねばならない。このためには，精密加工

が可能な工作機械と精密な計測機器が必要とな

る。計測機器について具体的に言えば，合わせ

作業をなくすためには１００分の１ミリメートル

を正確に計る計測機器が必要であり，物差し，

カリパス，ノギスでは不十分であったが，１９世

紀半ばにマイクロメーターが開発され，これを

可能とした９）。さらに，作られた部品が所定寸

法に対して許容される誤差の範囲内に入ってい

るかを測る限界ゲージも開発され，これら計測

機器は１９世紀半ばのアメリカ機械産業で広く普

及した。しかし，個別の工場が精密な計測機器

を保有するだけでは工場間の互換性が保てない

ため，１８５５年にアメリカ度量衡局が標準原器を

作成し，一国レベルの計量標準が制定される。

そして，標準原器と精密な計測機器の両者を繋

ぐゲージブロック１０）が１９世紀末期に開発された
１１）。このように精密な計測機器が部品の互換性

生産の実現の条件だったのであり，それは後に

みる自動車産業における大量生産方式の技術的

基礎となるのである１２）。

　第２は，化学産業のプロセス・オートメーショ

ンにおける計装化を指摘したい。化学産業では，

バッチ・プロセスでも，反応容器には，いくつ

かの計測機器が必要であるが，これが連続シス

テムにかわるとさらに多くの計測機器が必要と

なる。連続システムにおいて各プラントは連結

され，原料や半製品はパイプの中を流れるが，

このパイプ内の流量を知るには，パイプのとこ

ろどころに流量計を取り付ける必要がある。ま

たパイプ内を流れている間に温度が変わったり

するので，この温度も知る必要がある。あるい

はまた，パイプ内，密閉容器内の圧力も測らな

ければならない。

　このように，液位，流量，温度，圧力など非

常に多くの量を常時測定することが必要であり，

非常に多くの計測機器を設置することになる。

そしてこれらの計測機器を観測することにより，

反応の適不適を判断する。さらに，もしも所定

の値をはずれた場合には，バルブを調節したり，

加熱の程度を加減して適当な値になるようにす

る。最初はこの調節は人間が行っていたのだが，

計測機器類の発達によって精度のいい調節計が

でき，計測機器によっていろいろな量を測定す

ると同時に，もしも定まった値をはずれたとき

には調節計がはたらき，自動的に所定の値に戻

るように調節ができるようになる。このような

計測機器，調速機の増加は，それらの計測機器

類が化学工場内に，ばらばらに備え付けられて

いては観測にきわめて不便であるため，これら

の計測機器類，調節機類は，１ヵ所に集められ

る。このように生産工程に必要な計測機器類お

よび調節機類を１ヵ所にまとめて装備すること

をインストルメンテーションといい，日本語で

は「計装化」といわれている。

　こうして，必要な計測機器を１ヵ所に集め，

測定を行い，調節は手で行っていたが，測定技

術と計測機器の進歩により，調節計は計測機器

の指令によって動かされるようになった。すな

わち，工程の自動化（プロセス・オートメーショ

ン）が可能になり，自動管理が始まった。全工場

の様子を統一的に制御する必要があるので，各

プロセスにあった計測機器類は１ヵ所に集めら

れ，いわゆる中央集中管理室が設けられるよう

になった１３）。

　それ以前は，計測部，情報伝達部，表示部，

記録部，制御機器はそれぞれ独立して整備され
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ていた。計装化が進むにつれてそれら個々の機

器は，電子通信システムと電子計算機が導入さ

れることによって連結され，複合機器としての

計測制御機器へと発達している１４）。とはいえ，

生産工程の自動化は，計測量のフィードバック

を自動的にしたものにほかならず，その精度は

ピックアップ部である計測部分の精度にたよっ

ている１５）。日本においては１９６０年代後半に工業

計器にたいする需要が急速に伸びた。それは以

上のような計装化が巨大コンビナート基地を形

成する鉄鋼，石油精製，石油化学，その他化学，電

力等の多くの装置産業において導入され，生産

工程のオートメーション化が進展したことよる

ものである１６）。

（２）研究開発と計測機器

　シデンハム（Sydenham）は「計測機器は情報

を知識へと転換するためのツールと見なすこと

ができる。すなわち，それらは情報転換と情報

の取得を行う機器である」１７）と規定し，「知識は

科学的な探求の結果である。その探求は計測機

器の製造能力に強く頼っている」１８）という。科学

の発展において計測機器の発達が重要な役割を

担っているとシデンハムは指摘しており，それ

は，より正確に測定するという科学者の能力は

計測機器の正確さに頼っているからである。そ

れゆえ，科学進歩の歴史は科学者の使う計測機

器を含む科学機器の進歩の歴史に沿う１９）。科学

と計測との間にはこのような関係が見られるの

であるが，現代における科学的活動の場は大学

や国公立の研究所での活動のみならず，企業の

生産活動と密接に関わる研究開発活動が社会的

な広がりをみせており，その研究開発活動の中

でも計測機器が重要な役割を果たしている。

　日本企業における研究開発活動の広がりにつ

いてみると，１９６０年代と１９８０年代に大企業の研

究所の設置ブームが生じ，研究開発部門が急速

に整備されていった。１９６０年代の第１次ブーム

は，当時の通産省（現経産省）が大企業を中心に

研究所の設置を呼びかけた結果生じたもので２０），

第２次ブームはとくに大企業の新製品開発をめ

ぐる企業間競争の激化を背景として生じた。そ

のため，第２次ブームは基礎研究所の設置を特

徴とし，研究開発の内容は新製品開発および既
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図１　研究主体別の有形固定資産購入費の推移 
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（注１） 研究費は３月31日又は直近の決算日からさかのぼる1か年間の数値。 
（注２） 有形固定資産購入額とは，研究に必要なすべての有形固定資産の購入，建造，据付けに要した費用の総額をいう。 
（出所） 総務省統計局ホームページ ，http://www.stat.go.jp/，「日本の長期統計系列」，「17- 3 研究主体，費目別内部使用研究費

（昭和35年～平成17年）」，2008年10月31日アクセス，より作成。 



存製品の改良を重視したものであった。図１の

とおり，１９８０年代から「会社等」の研究開発目的

の設備投資が急激に増加している２１）。

　大企業における研究開発活動が活発に展開さ

れてきた要因として新製品の開発競争の激化が

挙げられるが，競争が激化しているのは次のこ

とによる。大企業が高い利潤率を得るためには，

とくにそれが市場の独占によって高い水準に維

持できないときは，次々と新製品を開発するこ

とが必要である。それは製品のライフサイクル

のあり方に起因している。すなわち，製品の開

発期には研究開発の費用のみが支出されるが，

新製品の開発が終了し，その製品が市場にでて

受け入れられれば，やがて売上が成長し，大量

生産に移行して利益が急速に伸びる。しかし，

後に後発の競争相手や類似商品が出現して，製

品価格が低下し，製品の陳腐化が生じるなど，

利益は減少しはじめる。このため旧製品をうち

切り，新製品に乗り移らなければ高い利益を維

持することはできない。製品の寿命の短期化と

は反対に，開発の期間は長期化する傾向にあり，

その結果，企業は製品開発を持続的に推進する

ために研究開発活動を恒常的に維持しなければ

ならなくなっている２２）。こうして大企業におい

て研究開発活動を活発化せざるを得ない状況が

生まれており，研究開発活動が企業の利潤追求

にとって必要な条件となっていると言えるだろ

う。

　利潤追求を目的とした企業の研究開発活動は

知識を形成する活動であるから，それは科学的

活動という性格をもつ２３）。そうである限り，計

測機器をはじめとする科学機器はその活動には

必要不可欠である。そのため，計測機器は研究

開発活動の物的な基礎である。１９８０年代末に通

産省計量行政室が『２１世紀に向けての計量計測

産業の課題と展望』のなかで，計測機器産業を

「研究開発支援基盤産業」として位置づけ，計測

機器産業における技術開発の推進が必要だと主

張している２４）のは，このためであろう。

２　首都圏の計測機器産業

　ここでは日本の計測機器産業の概観を経済産

業省の「工業統計調査」から見ることにする。表

１は計測機器産業２５）の従業員規模別の事業所数，

製造品出荷額等（２００６年）を示した表である。ま

ず，計測機器産業全体についてみると，製造品

出荷額等は約２兆５,０００億円で，事業所数は２,４２８

カ所である。２大業種に分けてみれば，計量器・

測定器・分析機器・試験機製造業の事業所数は

全体の６０.８％（１,４７７事業所）を占め，製造品出荷

額等は５８.４％（１兆４,７３８億円）を占める。そして，

電気計測器製造業の事業所は全体の３６.９％（８９５

事業所）を占め，製造品出荷額等は３９.６％（１兆

６億円）を占める。

　従業員規模別に見ると，電気計測器製造業で

は６０％の事業所が４人から１９人規模であり，計

量器・測定器・分析機器・試験機製造業でも

６７％の事業所が４人から１９人規模の小規模事業

所である。製造品出荷額等を従業員規模別に見

ると，計量器・測定器・分析機器・試験機製造

業の事業所の最も多い４人から９人規模事業所

の製造品出荷額はわずかに全体の３％（４４億円）

である。製造品出荷額等が集中しているのは大

規模事業所の方で，２００人以上の規模の事業所が

全体の５４％を占める。電気計測器製造業の方は

５００人から９９９人規模と１,０００人以上規模の事業

所数が少ないため表示されていないが，同様の

傾向が見られる。

　表２は事業所数，従業員数，製造品出荷額等

の上位５位の都道府県を示した表である。まず，

計測機器産業の立地状況を事業所数の稠密度の

上位都道府県をみると，第１位が東京都に５２６事

業所あり，それは全事業所の２１.７％を占める。

次いで，神奈川県が２５０事業所（全国比１０.３％，

以下同様），埼玉県が２０３事業所（８.４％），大阪府

が１８２事業所（７.５％），長野県が１２５事業所（５.１％）

の順である。従業員数でみた上位５位の都道府

県は，第１位は東京都で１２,９９１人（１３.９％），次い
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で神奈川県１１,１５０人（１１.９％），埼玉県６,７６５人

（７.２％），京都府６,６８３人（７.１％），静岡県５,３９８人

（５.８％）の順である。製造品出荷額等の上位都道

府県を第一位からみると，神奈川県が３,０６６億円

（１２.１％），東京都が２,６９６億円（１０.７％），京都府

が２,６２５億円（１０.４％），埼玉県が２,０３３億円（８.１％），

静岡県が１,４１６億円（５.６％）という順になる。

　いずれの指標においても首都圏である東京都，

神奈川県，埼玉県が上位都道府県に位置し，計

測機器産業が首都圏を中心に集中していること

がわかる。首都圏以外の場合だと，大阪府と長

野県は事業所数が多く，京都府は従業員数と製

造品出荷額等の順位が高くなっている。

　以上のように計測機器産業は首都圏に集中立

地し，その多くが中小企業によって構成される

産業であることがわかった。次節では，首都圏

に立地する計測機器メーカーの特質を明らかに

したい。
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表１　計測機器産業の従業員規模別事業所数，製造品出荷額等（2006年） 

（出所） 経済産業省ホームページ，http://www.meti.go.jp/，工業統計調査（産業編），2008年10月31日アクセス，より作成。 
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100% 

2% 

4% 

5% 

5% 

13% 

17% 

15% 

18% 

× 

× 

 

1,000,693 

22,360 

39,500 

52,957 

51,862 

128,107 

166,643 

149,006 

180,340 

× 

× 

 

1,477 

660 

325 

178 

99 

120 

51 

16 

15 

10 

3 

 

100% 

45% 

22% 

12% 

7% 

8% 

3% 

1% 

1% 

1% 

0% 

 

100% 

3% 

4% 

5% 

4% 

15% 

15% 

8% 

14% 

17% 

15% 

 

1,473,807 

44,797 

63,614 

76,142 

63,890 

215,699 

219,087 

116,755 

204,825 

243,458 

225,542 

 

56 

23 

13 

9 

3 

3 

1 

4 

 

100% 

41% 

23% 

16% 

5% 

5% 

2% 

7% 

 

100% 

3% 

3% 

4% 

× 

12% 

× 

65% 

 

 

50,872 

1,402 

1,586 

1,896 

× 

6,110 

× 

33,251 

 

製造品出荷額等 
（百万円） 

 

製造品出荷額等 
（百万円） 

 

製造品出荷額等 
（百万円） 

 

表２　計測機器産業の事業所数・従業員数・製造品出荷額等の都道府県別上位５位（2006年） 

（出所） 経済産業省ホームページ，http://www.meti.go.jp/，工業統計調査（産業編），2008年10月31日アクセス，より作成。 

製造品出荷額等（百万円） 

従業者数（人） 

事業所数 

東京都 

 

 

東京都 

 

 

神奈川県 

 

 

 

神奈川県 

 

 

神奈川県 

 

 

東京都 

 

 

 

埼玉県 

 

 

埼玉県 

 

 

京都府 

 

 

 

大阪府 

 

 

京都府 

 

 

埼玉県 

 

 

 

長野県 

 

 

静岡県 

 

 

静岡県 

 

 

 

 

526 

21.7% 

 

12,991 

13.9% 

 

306,694 

12.1% 

 

 

250 

10.3% 

 

11,150 

11.9% 

 

269,631 

10.7% 

 

 

203 

8.4% 

 

6,765 

7.2% 

 

262,559 

10.4% 

 

 

182 

7.5% 

 

6,683 

7.1% 

 

203,387 

8.1% 

 

 

125 

5.1% 

 

5,398 

5.8% 

 

141,691 

5.6% 

 

 

2428 

100.0% 

 

93,746 

100.0% 

 

2,525,372 

100.0%

１ 2 3 4 5 全国計 



３　計測機器メーカーの特質 
－「都市型中小企業」調査から－

（１）「都市型中小企業」調査の概要

　２００７年１０月から２００８年９月にかけて企業環境

研究センターではプロジェクトを組み「都市型

中小企業」調査が行われた。調査プロジェクトの

メンバーは首都圏に立地する中小企業４１社に対

し聞き取り調査を行った。質問項目は主として

企業概要（企業沿革，営業内容，シェアなど），

競合関係，製造工程，従業員構成，採用方法，

取引関係などである。調査先企業の代表者ある

いはそれに準ずる立場の人に対して，それぞれ

２時間弱かけて聞き取りを行った。

　これら調査先のうち８社は計測機器メーカー

であった。それら８社は従業員規模が１０人以下

から９０人以上であり，東京都に立地する企業が

５社，神奈川県が２社，埼玉県が１社である２６）。

本節では，８社の調査事例を中心に生産方式，取

引関係，研究開発，起業過程からみた計測機器

メーカーの特質を明らかにし，それらの特質と

立地地域との関連性について考察する。

（２）生産方式からみた計測機器メーカー

　計測機器メーカーの製造現場は，概してつぎ

のような様相である。金属加工業の製造現場で

見られるような種々の工作機械等はほとんど存

在せず，また計測機器を組み立てるラインなど

もなく，計測機器を一品ごとに組み立てる作業

場があり，その周囲の棚にはケース，フレーム，

電子基盤，配線などの部品が並べられてある。

その作業場では，一人あるいは数人のチームで

組立作業が行われている。機械の作動音などは

ほとんど無く，金属加工業の製造現場と比べる

と騒音が少ない。そして，製造現場と同様ある

いはそれ以上の面積が研究開発・製品設計のた

めの場所に使われている。研究開発・設計の技

術者たちは机上で黙々と作業をしているか，試

験機や実験器具などを用いて研究開発を行って

いる。

　一般に計測機器の製造工程は開発・設計→試

作→部品・材料の調達→加工・組立→調整→梱

包→出荷という順に進み，計測機器メーカーが

担う工程は主に研究開発工程，設計工程，組立

工程及び検査工程である２７）。種々の部品製造は

外注する場合がほとんどである。

　このような製造現場の様相は計測機器の市場

特性と密接な関係がある。調査先企業の製品は

自動車部品（エンジン・ギア・シャシーなど）の

試験装置，回転速度・流量・周波数の電子計測

器，磁力を用いた試験検査装置と計測機器，接

触角・表面張力・摩擦に関する界面科学測定器
２８），電子機器の誤作動を試験する静電気試験機，

バネ試験機，メッキ用膜厚計である（表５参照）。

これら計測機器は大きく２つに分類できる。

　１つは不特定多数の産業に需要される製品

（磁力試験装置・計測器，界面科学測定器，静電

気試験機）である。例えば，磁力試験装置メー

カーは建設，化学，鉄鋼，非鉄金属，電気機器，

輸送用機械，精密機械，産業機械，通信，運輸，

電力，ガスなどの産業の大手企業約３４０社，公官

庁の研究機関，大学や専門学校，そして海外３４

カ国のメーカーに納入した実績を持つ（Ｄ社「納

入実績」２００７年３月１日現在）。これら計測機器

メーカーは多くの業界に対して計測機器を供給

しており，そのユーザーはそれら業界大手の大

企業である場合がほとんどである。それら計測

機器は大企業の研究開発と製品の試験・検査等

で使われている。計測機器メーカーの立場から

みれば，不特定多数の産業に需要されるため個

別産業あるいは個別企業への発注の依存度合い

は低くなる。

　もう１つは，需要産業が特定される製品（回転

解析速度計，バネ試験機，メッキ用膜厚計）であ

る。主として自動車産業，とりわけ完成車メー

カーに納入しているのは回転解析速度計のメー

カーであり，これは自動車エンジンの研究開発

に用いられている。バネ試験機とメッキ用膜厚

計の主たるユーザーはそれぞれバネメーカーと
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メッキ業者であり，主として品質管理を目的と

して使用される。これら計測機器メーカーの場

合は個別企業への依存度合いは低いが，個別産

業への依存度合いは高くなる。

　前者の計測機器が個別産業を超えた市場の広

がりを持つのは，計測対象が幅広く，計測用途

が多様なためである。その意味で汎用性の高い

計測機器と言える。後者の計測機器はバネや

メッキなどと計測対象が限定されているため，

その市場の広がりも特定の産業にとどまるか，

特定産業を中心に限定的に広がるのみである。

計測対象が限定的であるという意味で専用性の

高い計測機器である２９）。

　１で述べたとおり，計測機器は労働手段の一

種である。一般に生産財に対する個別企業の需

要量は消費財と比較すれば小さい。そのため，

計測機器の市場を総体としてみれば，小口の需

要が分散して存在する市場となる。さらに，個

別企業ごとに計測機器の仕様が異なるので，基

本的な使用価値は変わらないが，ユーザーの注

文に応じて製造しなければならない。例えば，

長さ計についていえば，マイクロメーター，ノ

ギス，ダイヤルゲージなどの大量生産が可能な

製品を除けば，ゲージ類や形状測定器などの長

さ計は，機械金属加工業を中心に多くの分野で

使用され，生産工程中の工作用，検査用に不可

欠のものであるが，ユーザーによって要求され

る形状・寸法が異なるので，これら長さ計の種

類は多くなる。このようにユーザーによって形

状・寸法そして仕様が異なるのは，長さ計のみ

ならず多くの計測機器に言えることである。し

たがって，製品を不特定多数の顧客によって形

成される市場に対して生産する見込み生産方式

は一部の製品を除いてなく，ほとんどの計測機

器は注文生産となり，その生産方式は多種少量

生産の特質をもつ３０）。

　計測機器は生産財であるため，その需要量は

景気変動によって大きく変化する。さらに，個々

の製品の生産量・需要量も少ないため，計測機

器メーカーが自ら部品加工用の工作機械などを

設備して，従業員をそろえることは，計測機器

メーカーの経営にとっては不利である。自社内

の仕事量だけでは，機械の稼働率は高かまると

は限らないからである。したがって，製造工程

は研究開発，設計，組立工程に特化することに

なり，その他の工程は外注企業を利用すること

になる。

　そして，計測機器はその計測対象によって計

測原理が異なるとともに，計測精度の確保のた

め標準に照らしての校正作業を要することも

あって，それぞれの技術が専門化，特殊化して

おり，多種多様な機種毎にメーカーが専業化し

ている３１）。計測機器メーカーの多品種少量生産

方式と専業化という特質は計測機器メーカーの

小規模性を規定する要素といえる。

　こうした特質は，首都圏における製造業の立

地条件が一般的に悪化しているなかでも，首都

圏で計測機器メーカーが操業し続けることの困

難さを少なくしている。例えば，Ｇ社はオフィ

スビルに事務所兼組立工場を構え，Ｅ社の周囲

には住宅地が広がっており，Ｄ社はマンション

の隣に立地している。こうした立地状況は多く

の製造業にとって悪条件となるが，計測器メー

カーにとってそれは比較的軽度なものとなる。

計測機器メーカーは少量生産であるため大量生

産工場のように大規模事業所や大型の機械設備

は必要とせず，さらには製造工程が主として研

究開発，設計，組立工程であるため，製造から

発する騒音，廃棄物も少ないのである。

（３）取引関係からみた計測機器メーカー

　ここで取引関係とは，計測機器を生産するう

えで形成される分業関係のなかで，計測機器

メーカーが取り結ぶ他企業との関係を指す。

　先に述べたとおり，計測機器メーカーが自ら

手がける主たる製造工程は研究開発工程，設計

工程，組立工程，検査工程である。そのため，

計測機器の各種部品製造や加工作業，そして組

立作業の全部あるいは一部を外注企業に依存し

ている。表３は調査先企業の外注利用の実態で
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ある。

　全てのメーカーは規格化された電子部品など

は商社経由あるいは直接電子部品メーカーから

購買し，板金や加工部材などは外製している。

外注先企業の立地地域をみると，東京都大田区，

神奈川県川崎市，神奈川県相模原市，埼玉県川

口市などの首都圏が中心である。しかも，首都

圏以外の外注企業は，もともと東京都大田区な

どに立地していた企業が郊外，県外に移転して

いった企業だという。

　Ｄ社，Ｅ社，Ｇ社，Ｈ社にいたっては，組立工

程の一部あるいは全部までも外注している。そ

の場合，外注企業に対する技術指導が行われて

いる。例えば，Ｇ社（東京都立川市）は組立工程

の一部を協力工場１社（東京都立川市）に委託し，

協力工場が部品調達も行っている。そのため，

Ｇ社では，外注企業で図面通りに製品が組み立

てられているかを確認するために，頻繁に外注

企業の工場に出入りして品質の管理を行ってい

る。Ｄ社（東京都北区）の場合は組立工程の全部

を外注している。社内で設計し，図面が確定し

てから，外注先の中心となる組立メーカー（東

京都多摩市）に発注する。組立メーカーは部品の

調達から組立まで行なうが，Ｄ社はその外注先

に対して技術指導を行なっている。このように

外注企業に対する技術指導が必要となるのは，

組立工程が計測機器の品質を大いに左右する工

程だからである。そのため，計測機器メーカー

が組立工程までも外注先企業に依存することが

可能なのは，有能な外注先企業を計測機器メー

カーが確保しているからである。

　このように部品加工や組立作業を外注企業に

依存していることは計測機器メーカーのみなら

ず，研究開発型企業一般に言えることである。

日本の下請中小企業は東京都や大阪府を中心に

発達してきたため，研究開発型企業は大都市に

集中して立地することで，下請中小企業を積極

的に活用することが可能となる。それゆえ，経

営資源の乏しい研究開発型企業はその経営資源

を研究開発へ集中させることが可能となる。清

 一郎や河崎亜州夫の研究ではこのような研究

開発型企業の存立基盤としての下請中小企業の

�
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表３　計測機器メーカーの外注実態 

（注） ＊は商社経由の部品購買先企業も含む。 
　　　 ＊＊は組立工程の外注企業のみであり，その外注企業が種々の部品を多数の企業から調達している。 
（出所） 聞き取り調査より作成。 

外注先 
企業数 企業名 外 注 内 容  外注先企業の立地地域 

板金，配線，基盤，機械彫刻（電
子部品の調達は商社経由） 
板金，機械加工，各種部品 
 
板金，塗装，機械加工，各種電子
機器部品，配線，組立等 
 
板金，機械加工，組立，各種電子
機器部品 
 
機械加工，組立，特殊部品の製造
（電子機器部品の調達含まず） 
 
電子部品，部品加工 
 
半製品・完成品の組立 
一部組立，各種電子機器部品 
 

東京都大田区，横浜市都筑区。 
 
機械加工（３件）は栃木県。電子機器部品
は東京都，神奈川県。 
各種部品調達配線，配線は東京都内。板
金，塗装，機械加工は東京都大田区，調
布市，神奈川県川崎市，福島県。 
組立は東京都，愛知県，大阪府。それぞれ
の地域で部品を調達。首都圏の場合は東京
都多摩地区，神奈川県，埼玉県。 
機械加工・組立（５件）は東京都太田区，
神奈川県川崎市，新潟県，山形県。特殊な
部品製造（５件）は神奈川県相模原。 
埼玉県川口市，神奈川県川崎市，長野県。
海外はアメリカ，台湾，韓国。 
東京都立川市。 
半製品にまで組み立てる協力会社は東京都
大田区。各種部品は首都圏。 

Ａ社 
 
Ｂ社 
 
Ｃ社 
 
 
Ｄ社 
 
 
Ｅ社 
 
 
Ｆ社 
 
Ｇ社 
Ｈ社 
 

約20 
   

約200＊ 
 

約150社 
 
 
43 
 
   
約10 
 
   
約130 
 
1＊＊ 
約200＊ 
 



役割が明らかにされている３２）。したがって，首

都圏の計測機器メーカーにとっても，部品加工

や組立作業を請負う下請中小企業の存在は，計

測機器メーカーが経営資源を研究開発に集中さ

せることのできる社会的な基盤である。

　計測機器メーカーが自立的に経営を展開する

中小企業であるかという観点から見れば，調査

先企業からは２つの類型を取り出すことができ

る。１つは，計測機器メーカー自身が計測機器

生産の分業関係の頂点に位置し，多くの外注企

業を利用して独自の製品を完成品として製造・

販売する自立的な中小企業である。Ｂ社，Ｄ社，

Ｅ社，Ｆ社，Ｇ社，Ｈ社がその類型に入る。もう

１つは，計測機器メーカーが分業関係の間に位

置し，大手計測機器メーカーと下請取引関係を

取り結ぶ中小企業であり，Ａ社とＣ社がそうで

ある。

　Ａ社は大手計測機器メーカー（Ｘ社）の専属的

下請メーカーであり，Ａ社は売上高のうち９割

はＸ社に依存している。Ｃ社は１社専属型では

ないが，大手計測機器メーカー数社から計測機

器の製造を請け負う。これら下請計測機器メー

カーでは「一品生産」的な生産が行われており，

独自の製品を持たない。

　計測機器が単体から複合的に利用される過程

で，大手計測機器メーカーは複合的な計測機器

をまとめることを担当し，一部の特殊な計測機

器は下請計測機器メーカーに外注している３３）。

こうした分業関係があるため，独自製品を持た

ずに，「特注品」を注文ごとに製造する下請計測

機器メーカーが存在する。Ａ社とＣ社はその類

型に入る計測機器メーカーである。

　さて，大手計測機器メーカーの立地と下請計

測機器メーカーの立地の関係性については，Ａ

社の事例は象徴的である。Ａ社の納期は通常

３ヵ月，４ヵ月と短い。受注をしてから，Ａ社

が設計・作図を行い，親企業であるＸ社と打ち

合わせをする。細かい打ち合わせが終了して，

はじめて外注先を含めた製造工程が始動する。

しかし，Ａ社が製品の開発，設計，組立を行う

うえで，Ｘ社との技術的な相談が頻繁に必要と

なり，Ａ社の技術者はＸ社に頻繁に出入りする

必要が出てくる。そして，短い納期が重なり，

取引先企業（親企業と外注部品メーカー）との立

地地域が近くないと納期通りに完成品をつくる

ことが困難になる。Ａ社が１９９２年に，東京都大

田区から横浜市都筑区に移転した理由も，Ｘ社

が横浜市緑区に移転したためであった。これは

下請計測機器メーカーであるＡ社にとってはＸ

社に隣接することが経営上重要な条件になって

いることを示している。しかし，親企業との近

隣性が下請計測機器メーカーの経営にとって一

般的に重要な条件となるかどうかを明らかにす

るためには，さらに調査を進める必要があるだ

ろう。

（４）研究開発からみた計測機器メーカー

　研究開発型企業は乏しい経営資源を研究開発

工程に集中させていることからそのように呼ば

れているのであるが，計測機器メーカーも同様

の特徴が見られる。表４は計測機器メーカーの

部門別従業員の構成を示したものである。Ｆ社，

Ｇ社，Ｈ社を除く５社は研究開発および設計部

門に従業員を最も多く配置していることがわか

る。Ａ社とＥ社は組立工程を外注しているため，

製造部門に従業員を配置していない。独自製品

を有するメーカーは１４％～４０％の従業員を営業

部門に配置しているが，下請計測機器メーカー

は営業部門が存在しないか相対的に少ない。

　以上のように，計測機器メーカーは従業員を

研究開発及び設計部門に従業員を集中させてい

る。それは，計測機器が大企業における新製品

開発・製品改良のための研究開発用に使用され

るか，または製品の品質管理に使われるため，

大企業の製品開発の速度が高まっている中では，

計測機器メーカーも新たな需要に対応するため

に計測機器の研究開発が必要とされているから

である。Ｅ社では研究開発費の大部分が人件費

であると述べているとおり，研究開発及び設計

部門における人材の確保は重要な経営課題であ
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る。

　研究開発・設計部門に配属される技術者は，

主として工学系の専門学校・大学新規学卒者が

採用されている。計測機器メーカーがこうした

技術者を確保できている背景には，研究開発技

術者の新規学卒労働市場において首都圏に人材

が集中する傾向が存在するためだと考えられる。

経済地理学の立場から研究開発技術者の労働市

場を研究する中澤高志によれば，首都圏に勤務

する研究開発技術者の約半数は，首都圏以外の

出身者であり，彼らは就職時に首都圏に流入す

る傾向がある。地方中核都市および地方圏の高

等教育機関は首都圏に拠点を置く企業の研究開

発部門に新規学卒者を送り出す役割を果たして

いる３４）。研究開発型中小企業である計測機器

メーカーが首都圏において技術者を確保できて

いることの背景には，このような労働市場の存

在がある３５）。

　計測機器メーカーにとって研究開発のための

情報を如何に入手するかということも重要な経

営課題である。研究開発のための情報入手経路

は，ほとんどの場合，計測機器メーカーの技術

者あるいは営業担当者が直接ユーザーの現場に

出向いて，製品に対する苦情や要望など様々な

情報を得るというものである。しかし，単に情

報を入手するためにユーザーの現場に行くわけ

ではない。計測機器について熟知した技術者あ

るいは営業担当者が，納入先の現場据え付けや

計測機器の検査，ユーザー技術者に対する技術

指導，計測機器の校正など種々のサービス活動

がメーカーとユーザーの間を繋ぐ紐帯となって

いる。そうしたサービス活動のなかから有用な

情報を自社に持ち帰って，製品の改良，新製品

の開発へとつなげていくのである。

　調査先企業が首都圏に立地していることと，

ユーザーの立地との関係に近隣性は強くみられ

なかった。首都圏にユーザーが集中している

メーカーもあったが，むしろユーザーが全国的

に広がっていることが共通性として挙げられる。

海外メーカーに対して輸出を行っているメー

カーも存在した。とはいえ，先に述べたように

計測機器メーカーにとって顧客情報の入手のた

めにはユーザー企業の使用現場に足を運ぶこと

が必要である。また，ユーザーによって製品の

仕様が異なるため，ユーザーとの打ち合わせや

立会検査も必要となる。日本の交通事情の下で

は，ユーザーからメーカーへ，そしてメーカー

からユーザーへという両者の交流にとってメー

カーが首都圏に立地している方が利便性は高い。

たとえば，Ｅ社ではユーザーとの打ち合わせや

製品の立会い検査のために，頻繁に顧客がＥ社

に訪れるため首都圏を離れられないと述べてい
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表４　計測機器メーカーの部門別従業員構成 

（注） ＊は聞き取り調査より推計した。 
（出所） 聞き取り調査より作成。 

研究・開 
発・設計 企業名 合　計 製　造 営　業 事務・その他 備　考 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｃ社 

Ｄ社 

Ｅ社 

Ｆ社 

Ｇ社 

Ｈ社 

 

24人 

70人 

10人 

80人 

88人 

30人 

5人 

22人 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100% 

100%

216人 

23人 

6人 

35人 

50人 

6人 

1人 

6人 

 

67% 

33% 

60% 

43% 

57% 

20% 

20% 

27% 

 

6人 

14人 

1人 

－ 

－ 

9人 

1人 

5人 

 

25% 

20% 

10% 

－ 

－ 

30% 

20% 

23% 

 

－ 

23人 

1人 

29人 

25人 

12人 

2人 

3人 

 

－ 

33% 

10% 

36% 

28% 

40% 

40% 

14% 

 

2人 

10人 

2人 

16人 

13人 

3人 

1人 

8人 

 

8% 

14% 

20% 

20% 

15% 

10% 

20% 

36% 

 

 

 

 

正規社員のみ 

正規社員のみ 

正規社員のみ 

正規社員のみ 

正規社員のみ 

 



る。また，Ｄ社ではユーザー訪問のためには首

都圏に立地していたほうが有利であるため東京

都北区に本社を置いている。

（５）計測機器メーカーの創業過程

　ここでは，調査先企業の創業過程と創業場所

について見ていく。

①Ｂ社

　Ｂ社の創業者は科学機器メーカーに勤めてい

たが，第２次世界大戦直後の１９４７年にその会社

を離れることになる。物性の測定などの基礎的

な道具はビーカー，フラスコであるが，そうい

う道具を販売するなかで創業に至る。東京都文

京区本郷で創業し，ユーザーの要望を聞いてい

るうちに，表面の物性に特化した分析機器を作

り始めた（１９５７年）。それが，現在の界面科学測

定器につながっている。本郷から埼玉県朝霞市

に移転したのは１９９２年のことで，もっぱら従業

員の通勤を考えての事であった。そして，その

事業所も手狭になったため２００７年に新座市に移

転した。

②Ｈ社

　Ｈ社は１９４７年に創業し，当時の営業内容は日

本にまだ流通していなかったメッキ用膜厚計測

機器をイギリスのメーカーから輸入し，販売す

るというものであった。そこから自ら膜厚計の

製造へと展開していった。創業時は東京都中央

区銀座である。

③Ｄ社

　Ｄ社の創業者は，横河電機の研究所に技術者

として勤めていた。そこで非破壊検査機の開発

に携わっていた。１９５７年に創業者は横河電機か

ら独立し，磁気を使った非破壊検査の試験機の

製造を始めた。創業時の資本金は３００万円で，東

京都港区で開業した。翌年，事業所を東京都渋

谷区に移転する。

④Ｅ社

　Ｅ社の創業者は日本電信電話公社の研究所で

技術者として働いていたが，１９７５年に独立した。

創業者を中心に６人で電気的雑音の発生器を開

発し，創業者の自宅（東京都三鷹市）で開業した。

２ヶ月程で神奈川県川崎市の事務所を借りるこ

とになる。移転場所の理由は，各従業員が住ん

でいる場所の中心地だったからである。

⑤Ｆ社

　Ｆ社の創業者は松下電器の研究所で研究員と

して勤めていた。１９７０年に世界初の製品を作り

たいという動機で，松下電器を辞め，創業する。

そして，市場性も考えずに，世界初の超低速回

転速度計を開発した。この原理は逆に高速での

回転解析を可能にし，高度な技術として多方面

で活用され，現在に至る。創業場所は東京都中

野区である。

⑥Ａ社

　Ａ社の創業者は大学（電気工学）を卒業して，

電機機器メーカーに入社した。同僚３人の仲間

と共にそのメーカーを辞め，独立した。創業時

（１９７０年代後半）は漁船の無線装置など電波関係

の装置を製造していた。創業から５年程して，

Ｘ社の社員と知り合い，自動車関係の試験機製

造をはじめる。会社設立まではＸ社工場敷地内

に操業場所を間借りして，５人規模で営業して

いた。そして１９８４年に従業員を２０名まで雇い入

れて，会社設立に至る。創業場所は東京都大田

区である。

⑦Ｃ社

　Ｃ社は１９８１年に世田谷区千歳台にて創業した。

創業時は配電盤，制御盤，計装盤の製造を請け

負っていたが，顧客の要求に従って試験機製造

に展開していく。創業以前は同じ業界に属する

メーカーに勤めていたが，そこの技術者と共に

創業した。当時は工場の周りが畑でほこりが多

い為，客先からほこりの少ない環境で製品を

作ってほしいと要請があった。そして駅から歩

いて通える範囲，従業員の自宅が近い，交通の

便が良いという条件で京王電鉄京王線の沿線を

探した結果，東京都調布市に土地を購入し，そ

こに移転した。

⑧Ｇ社
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　創業者は大学（理学部）を卒業して，６０年以上

の歴史をもつバネ試験機の老舗メーカーに入社

し，そこで１５年ほど勤めていた。バネ試験機の

開発設計（特にプログラミング）を担当していた

が，１９９０年代に入ると経営が傾きはじめ，そこ

を辞めた。そして１９９６年に自らバネ試験機の会

社を設立した。創業時のメンバーは創業者と共

にその会社を辞めた３人である。創業当初は東

京都小平市に事務所兼工場を構えていたが，１年

後に創業者と従業員の自宅が近い東京都立川市

に移転した。

　調査先企業のほとんどは同じ計測機器産業，

あるいは隣接する産業から独立し，創業してい

る。計測機器との技術的な関連性の低い他分野

からの計測機器産業に参入してきた例は見られ

ない。それは，独立後の製品が前職業で培って

きた知識や経験をもとに製品化している場合が

多いことが挙げられる。そして，創業時期をみ

ると，Ｂ社，Ｈ社が第２次世界大戦直後，Ｄ社が

１９５７年，Ｅ社とＦ社が１９７０年代，Ａ社とＣ社が

１９８０年代，Ｇ社は１９９６年代である。創業場所は

すべて共通して東京都であった。

　創業過程の同様の傾向は，１９５０年代末に東京

都経済局が行った電気計測器メーカーに対する

実態調査の結果からもみられる。そこでは，中

小電気計測器メーカーの経営者の多くがその学

歴に応じて技術者あるいは工員として大企業の

電気器具製品会社に入り，数年から十数年経験

を積んだ後に独立して経営者となった者が大部

分である３６）と指摘している。さらに，創業時期

については，第２次世界大戦後の創業が多く，

中小企業の計測機器メーカーの発展は戦後のこ

とであることを示している。そして，創業時の

企業規模は大部分が１０人以下である。創業の動

機は，経営者の職歴から伺われるように前職で

の経験を生かすというものが多い。他の計測機

器メーカーの下請として出発しているメーカー

がかなりみられた３７）。

　東京都と神奈川県は戦前においても電気計測

器メーカーの集積地であった。１９５５年と比較し

てみてみると長野県と大阪府の出荷額が延びて

いるが，依然として東京都と神奈川県の比重は

高く，全国の出荷額の約５割を占めていた。こ

のように戦前，戦後を通じて電気計測器製造業

は東京都と神奈川県を主産地として発展してき

た３８）。そして，戦後に独立・創業した中小電気

計測器メーカーが東京都を中心に創業場所を選

択した要因には様々あると考えられるが，客観

的な条件としてはつぎのことが挙げられる。１

つは，東京都で発展してきた下請中小企業が電

気計測機器メーカーの存立基盤であること。も

う１つは京浜工業地帯において計測機器を多用

する重化学工業が発展し，計測機器に対する中

心的な需要地であったことである３９）。

　計測機器メーカーの立地行動を規定したこの

２つの客観的な条件は，現代においても認めら

れる。それは，調査先企業の取引関係の分析か

らも明らかになったとおり、首都圏の計測機器

メーカーの多くは近隣に立地する下請中小企業

に多くの製造工程を外注しており，その下請中

小企業は計測機器メーカーの存立基盤として機

能しているからである。また，１９８０年代以降に

設立された多くの民間企業研究所は首都圏に集

中立地しているし，工場数は減少傾向にあるが

未だに日本有数の工業地帯であることから，首

都圏は計測機器の中心的な需要地としての地位

は揺らいではいない。

おわりに

　計測機器は情報を獲得するための技術である。

その技術は，近代産業における互換性生産，装

置産業におけるオートメーション，企業の研究

開発活動の物的な基礎である。計測機器産業は

このような重要な技術を開発し，生産している。

日本において計測機器産業は首都圏を中心とし

て発展してきたのであり，現代においても首都

圏はその集積地である。

　計測機器産業はほぼ中小企業によって構成さ

��� 企業環境研究年報　第１３号



れ，個々の企業は研究開発にその経営資源を集

約する研究開発型企業の一典型産業として把握

される。研究開発型企業の特質を具体的に解明

する目的として行った計測機器メーカーの調査

からは，以下のことが明らかになった。

　計測機器メーカーの生産のあり方は多品種生

産方式であり，個々の企業はそれぞれの得意分

野に特化して，専業化している。そして，自ら

が行う製造工程は研究開発，設計，組立に集中

している。それを可能にする条件は部品加工や

組立の一部を請け負う外注下請企業の存在，研

究開発技術者が首都圏に集中する労働市場で

あった。これら計測機器メーカーの経営者の多

くは同じ産業あるいは隣接分野から独立し，首

都圏で創業している。首都圏が計測機器の中心

的な需要地であることや日本の交通事情などの

条件とこうした計測機器メーカーの特質が重な

り合って，計測機器メーカーの集積地となって

いるのである。
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力密度，放射強度，光束，輝度，照度，音響パワー，
音圧レベル，振動加速度レベル，濃度，中性子放出
率，放射能，吸収線量，吸収線量率，カーマ，カー
マ率，照射線量，照射線量率，線量当量又は線量当
量率」，「繊度，比重その他の政令で定めるもの」を計
ることをいう。日本工業規格は規格番号ＪＩＳ　Ｚ８１０３
［計測用語］を参照。
４）中小企業総合研究機構（２００５），３ページ。
５）中村静治（１９７７），８８－８９ページ。
６）中峯氏は目的を実現する過程として捉えた場合の
労働を三つに区分している。第一は，動力的労働で
ある。動力面がその労働の主要なモメントであり，
例えば荷揚げ，揚水，製粉など反復型の重作業を指
す。第二は，操作的労働である。紡績，織布，金属
加工で見られるような労働を指しており，この労働
はある程度動力的であるが，内部情報の処理を必要
とする，あるいはその処理を素早く行う手先の器用
さ・熟練を必要とする作業である。第三は，制御的
労働である。これは動力も手先の熟練もあまり必要
としないが，外部情報の知的処理能力を必要とする
作業である。この例として，測定などの情報の獲得，
計算，分析，判断などを挙げている。中峯照悦（１９９２），
２９－３４ページ。
７）１９７０年代に日本の中小零細鋳物メーカーは様々な
技術発展を経験するが，そのうち計測機器（高温度
計と成分分析機器）の導入は溶解工程に重要な影響
を及ぼした。
　　導入以前の溶解工程では，溶解工はキュポラから
出湯された溶湯の表面に浮かび上がる模様（現場用
語では「ゆづら」と言う）と色を見て，溶湯の成分と
温度を判断していた。溶解工は溶湯表面を見て材質
を調整し，色でもって適正温度を判断し，適当な溶
湯を鋳型に注湯する。この溶解作業は鋳物製品の材
質や不良発生率を左右し，熟練を要する作業であっ
た。
　　１９７０年代において中小零細鋳物メーカーに溶解
用の計測機器が普及した結果，溶解作業はつぎのよ
うに変化した。目標とする成分の溶湯を作るために，
適量の銑鉄，スチールスクラップ，シリコン等の諸
原材料を溶解炉に投入する。ある程度目標成分に近
い溶湯ができたら，溶解炉から少量の溶湯を成分分
析機器にかけて，その成分を測る。成分分析機器は
その溶湯の目標値からの偏差値を測定し，その溶湯
成分を目標値にまで修正するために必要な追加分
の原料を指示する。溶解工はその指示に従い，適切
な量の原材料を追加投入する。溶湯の温度は高温度
計によって計測するため，溶湯の色でなく，温度計
の示す数値で溶湯温度を判断することになる。
　　この事例においては，溶解工は溶湯の模様と色と
いう形態で溶湯成分と温度に関する情報を獲得し
て，溶解工程を制御していたが，計測機器の導入に
より，溶湯成分をより直接的に表現するカーボンと
シリンコンの含有量を計測することが可能となり，
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高温度計によって溶湯の温度を計測することが可
能となり，溶湯成分と温度に関する情報は計測機器
の指示する数値へと変化した。その結果，労働対象
から獲得する情報の精度は格段に高まった。永島昂
（２００８）。
８）部品に互換性を持たせるということは，すべての
部品が定められた一定の誤差範囲内におさまるよ
うに製造することが必要であり，そうすることに
よって工場で機械を組み立てる際に部品箱にある
多数の部品からどれでも任意にひとつ取り出して
組み立てることが出来る。部品に互換性がないと，
羽目合わせる部品の一方を標準にして，他方の部品
を少し削っては相手にあてがい，また削るという合
わせ作業が必要であった。奥村正二（１９６４），５０－５８
ページ。
９）ノギスはスケールとパスを一体にした測定器で，
機械加工現場では非常に多く使われている。ジョウ
とクチバシでもって測定物を挟み，測定する。マイ
クロメーターはノギスと同じようにはさみ尺の一
種で，被測定物を挟むための測定面の送りにネジを
利用したものである。非常に精密な長さの測定が可
能であり０.０１ミリメートルの単位まで読みとれる。
技術士の友編集部（１９７０），５－２７ページ。

１０）標準的なゲージブロックは１０３個のゲージブロッ
クが１つのセットになっている。１０３個のゲージブ
ロックは厳密に定められた寸法であり，これを組み
合わせて使うと，１,０００分の５ミリメートルとびに，
２ミリメートルから２２５ミリメートルまでの長さ測
定ができる。同上書，１５４－１５５ページ。

１１）奥村正二（１９６４），５７－６０ページ。
１２）鈴木淳は日本の機械産業における互換性生産方式
の開始について以下のことを明らかにしている。
１９１４年（大正３年）に豊田式織機㈱において初めて

ゲージシステムによる互換性生産が採用され，徐々
に他の機械メーカーに普及していった。しかし第二
次世界大戦以前の互換性生産は，紡績関係では力織
機，工作機械では旋盤など最も基本的な部分にとど
まった。そして，川村正晃は第二次世界大戦以前の
日本の機械産業では低廉豊富，かつ手先の器用さと
いう点できわだって優秀な労働力を消耗的に使用
しながら，多種少量生産を行っていた機械工業の体
質に加えて，器用さや熟練をいたずらに誇る職人気
質が災いして互換性生産方式が普及しなかったこ
とを明らかにしている。鈴木淳（１９９６），３４６ページ，
川村正晃（２０００），１ページ。

１３）中山秀太郎（１９８７），２０１－２０３ページ。
１４）T.I.ウィリアムズ編　〔中岡哲郎訳編者〕（１９８１），
７８２ページ，通商産業省機械情報産業局計量行政室
（１９８９），２０ページ。
１５）堀江寛・渡辺一司・辻良四郎（１９６７），１５－１６ペー
ジ。

１６）須藤浩行（２０００），５０ページ。
１７）P.H,Sydenham（１９７９）p.２.
１８）Ibid .,　p.３０.
１９）マリ・ウィリアムズ〔永平幸雄・川合葉子・小林正
人訳〕（１９９８），１４－１５ページ。

２０）大阪市立大学経済研究所　明石芳彦・植田浩史編
（１９９５），７－８ページ。
２１）同上書，９－１０ページ。
２２）山崎正勝（１９９１），８８ページ。
２３）同上書，９２ページ。
２４）通商産業省機械情報産業局計量行政室（１９８９），２９
ページ。

２５）本稿で計測機器産業という場合，日本標準産業分
類の小分類番号２７５電気計測器製造業，３１１計量器・
測定器・分析機器・試験機製造業，３１２測量機械器
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自動車部品の各種試験装置とソフトウ
ェアの開発・製造・販売 
界面科学測定器の開発・製造・販売 
試験装置・電子計測制御装置・受変電
設備・配電盤・分電盤・自動制御盤・
計装盤等の設計製作及び据付配線工事 
磁粉探傷装置，着磁装置，計測器・評
価装置の開発設計製作 
電気的雑音のシミュレーション試験機
およびシステムの開発・製造・販売 
回転解析速度計，流量計，トルク計，
周波数の電子計測器の製造販売 
バネ試験機の製造・販売 
メッキ用膜圧計の製造・販売 
 

表５　調査先計測機器メーカーの一覧 

（出所） 聞き取り調査より作成。 

従業 
員数 

資本金 
（万円） 企業名 No. 所 在 地  営 業 品 目  

Ａ社 
 
Ｂ社 
Ｃ社 
 
 
Ｄ社 
 
Ｅ社 
 
Ｆ社 
 
Ｇ社 
Ｈ社 
 

1 
 
2 
3 
 
 
4 
 
5 
 
6 
 
7 
8

神奈川県横浜市都筑区 
 
埼玉県新座市野火止 
東京都調布市下石原 
 
 
東京都北区浮間 
 
神奈川県相模原市千代田 
 
東京都中野区中央 
 
東京都立川市錦町 
東京都中野区中央 
 

1,000 
 

1,000 
1,200 

 
 

3,600 
 

9,500 
 

4,800 
 

1,000 
2,000 

 

23 
 
70 
10 
 
 
80 
 
95 
 
30 
 
7 
24 
 



具製造業の３業種を合わせたものを指す。
２６）表５は調査先企業の一覧である。
２７）東京都商工指導所（１９９８），３２９－３３０ページ。
２８）界面とは二つの物質の境の面をさす。例えば，接
触角は，液体を固体表面に滴下すると，液体は水滴
となり，この水滴の接線と固体表面とのなす角度の
ことをいう。接触角が鋭角であると親水性が高く，
鈍角であると撥水性が高い。

２９）この分類は，魚住智彦（２００７）を参考にした。
３０）大阪府立商工経済研究所（１９７０），１２－１３ページ，
機械工業研究会編（１９６９），１０１４ページ，東京都経済
局総務調査課編集（１９６０），１９－２０ページ。

３１）通商産業省機械情報産業局計量行政室（１９８９），１３
ページ。

３２）清 一郎（１９９４），１３７ページ，河崎亜州夫（２００１），
３０－３１ページ。
３３）機械工業研究会編（１９６９），１０２１ページ。
３４）中澤高志（２００１）。
３５）首都圏には大企業の研究開発拠点が集中立地して
いるため，技術者の多くは大企業で職を得ていると
考えられる。多くが中小企業である研究開発型企業
が技術者を確保する過程で，大企業との競合関係が
発生すると考えられる。この競合関係の中で如何に
して研究開発型企業が技術者を確保しているのか
を分析する必要があるだろう。

３６）東京都経済局総務調査課編集（１９６０），４７－４８ペー
ジ。

３７）同上書，４９ページ。
３８）同上書，３２－３３ページ。
３９）同上書，３０ページ。
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